
 

27 四番町地区 

 

■ 位置図 

 

 

■ 都市計画決定年月日・区域面積・用途地域 

決定年月日 区域面積 用途地域 

平成 19 年 11 月 15 日 約 9.7ha 

・第一種住居地域 

・第二種住居地域 

・商業地域 

・第一種文教地区 

・第二種文教地区 

・第二種中高層階住居専用地区 

 

■ 地区計画の目標 

目標１ 
建築物の高さの最高限度や用途や形態・意匠を制限することで、良好な住環境を維

持・保全を図る。 

目標２ 
空地と緑豊かな空間の創出を誘導することにより、ゆとりとうるおいのある住環境

を形成する。 

目標３ 
多様な住宅供給を誘導するとともに、住宅用途の維持及び定住を図ることで、活力あ

る地域社会を維持・創出する。 

目標４ 
魅力的な街並みを誘導しつつ、これまで培われてきたまちの住まい方や商業活動を

尊重し、地域の活力を支える商業機能、定住を推進する居住機能を維持・創出する。 

 

  

（１）地区計画の概要 

一般型地区計画 



 

 

■ 地区計画策定前後の新築建築物の用途の変遷 

① 件数の割合 

 
※グラフの割合は、新築建築物の用途割合変化であり、現況建物の用途割合変化を示すものではありません。 

 地区計画策定後、新築建築物の住商併用の割合が 30.9％から 6.7％に減っています。 

 地区計画策定後、新築建築物の事務所の割合が、22.1％から 40％に増えています。 

 

② 延床面積の割合 

 
※グラフの割合は、新築建築物の用途割合変化であり、現況建物の用途割合変化を示すものではありません。 

建物用途 

住宅床 

（独立・ 

集合住宅） 

住商併用 

住宅床 

（住商併用 

含む） 

事務所 専用商業 

割

合 

策定前 

↓ 

策定後 

40.3％ 

↓ 

67.5％ 

(+27.1) 

30.7％ 

↓ 

3.2％ 

(-27.5) 

71.0％ 

↓ 

70.7％ 

(-0.4) 

17.0％ 

↓ 

27.1％ 

(+10.1) 

6.5％ 

↓ 

0.2％ 

(-6.3) 

25 地区の平均 +19.3％ -10.7％ +8.6％ -13.6％ +4.4％ 

 

 地区計画策定後、新築建築物の集合住宅の割合が、39.9％から 67.5％に増えています。 

 地区計画策定後、住商併用の割合が、30.7％から、3.2％に減っています。 
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（２）用途誘導の検証 



 

 

■ 地区計画で決められている緑地と空地に関する記載（抜粋） 

緑地に関する記載 

空地に関する記載 

壁面の位置に関する制限 

壁面の位置の制限として定められた

限度の線と敷地境界線との間の土地

の区域における工作物の設置の制限 

500 ㎡以上の敷地に建築する建築物の緑化

率の最低限度は次の各号に掲げる数値のい

ずれか小さい方とする。ただし、区長が敷

地の形態上、土地利用上やむを得ないと認

めた建築物については、この限りではない。 

(1)10 分の 2.5 

(2)東京における自然の保護と回復に関す

る条例施行規則（平成 13 年東京都規則第

39 号）別表第 2 及び第 4 に規定する部分の

面積（都市緑地法（昭和 48年法律第 72号）

第 40 条に基づいて算出したもの。）の敷地

面積に対する割合 

１ 1,000 ㎡以上の敷地に建築する建

築物の外壁等の面から道路境界線ま

での距離を２ｍ以上とする。 

２ 2,000 ㎡以上の敷地に建築する建

築物の外壁等の面から隣地境界線ま

での距離を２ｍ以上とする。 

３ 1,000 ㎡以上の敷地に建築する建

築物の外壁等の面から隣地境界線ま

での真北方向の距離を２ｍ以上とす

る。 

４ 前三項について、区長が敷地の形

態上、土地利用上やむを得ないと認

めた建築物についてはこの限りでは

ない。 

壁面の位置の制限の項の第１項に定めら

れた壁面後退区域においては、門、柵、

塀等の交通の妨げになる工作物を設置し

てはならない。ただし、次の各号に該当

する場合は、この限りではない。 

(1) 道路境界線に沿って設ける車止め、

樹木で歩行者の通行に配慮したもの。 

(2) 道路境界線からの距離が１ｍを超え

る部分に設ける花壇等の緑化施設。 

(3) 電線地中化に伴う変圧器等公益上必

要なもの。 

※地区計画区域内で場所により制限内容等が異なる場合があります。詳細な内容については地区計画を参照ください。 

 

 

■ 緑地の創出 

① 緑化実積率 

 

 

 地上部のみの緑化実積率や地上部と建築物上の緑化実積率を見ると、25 地区の平均と比べ

て緑化の実績が高いことがわかります。 
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■ 空地の創出 

① 新築建築物の建蔽率 

 
※グラフの割合は、新築建築物の建蔽率割合変化であり、現況建物の建蔽率割合変化を示すものではありません。 

 地区計画策定後、建蔽率 50～60％の新築建築物が増えています。 

 地区計画策定後、建蔽率 80％以上の新築建築物はありません。 

 

② 新築建築物の用途別建蔽率 

 
※グラフの割合は、新築建築物の建蔽率割合変化であり、現況建物の建蔽率割合変化を示すものではありません。 

 集合住宅については、地区計画策定後で建蔽率が 70％以上の新築建築物はありません。 

 事務所については、地区計画策定後で建蔽率が 80％以上の新築建築物はありません。 

 

■ 緑化率、空地率（建蔽率）の変遷 

用途地域 

建蔽率・容積率など 実  績 

建蔽
率 

防火・ 
準防火 

容 積 
容積率 
割り増し 

緑化実績率 建蔽率 
80％以上 
の割合 
の変化 

建蔽率 
60～80％ 
の割合 
の変化 

地上部 
のみ 

地上部・ 
建築物上 

第一種 

第二種 

住居地域 

60％ 

防火 

400％ なし 

13.0％ 14.7％ 

10.3％ 

↓ 

0％ 

(-10.3) 

42.6％ 

↓ 

26.7％ 

(-15.9) 
80％ 

500％ なし 

商業地域 
500％ なし 

600％ なし 
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■ 地区計画の目標 

目標１ 
建築物の高さの最高限度や用途や形態・意匠を制限することで、良好な住環境を維

持・保全を図る。 

目標２ 
空地と緑豊かな空間の創出を誘導することにより、ゆとりとうるおいのある住環境

を形成する。 

目標３ 
多様な住宅供給を誘導するとともに、住宅用途の維持及び定住を図ることで、活力あ

る地域社会を維持・創出する。 

目標４ 
魅力的な街並みを誘導しつつ、これまで培われてきたまちの住まい方や商業活動を

尊重し、地域の活力を支える商業機能、定住を推進する居住機能を維持・創出する。 

 

① 目標１の検証 

● 景観の目視確認による検証 

     

 建築物の高さの最高限度が 50ｍ（※）に設定され、中高層の街並みが形成されています。 

 刺激的な色彩、景観風致を損ねるものが制限されていることで良好な景観となっています。 

 

② 目標２の検証 

● 緑化の実績による検証 

     

 「（３）■緑地の創出」で検証した通り、25地区の平均と比較すると、緑化の実績が高くな

っています。 

 上記の写真からもわかるように一定の緑が存在する街並みとなっています。 

※地区計画区域内で場所により高さの最高限度は異なります。詳細な内容については地区計画を参照ください。 

 

  

（４）目標の進捗確認 



 

③ 目標３の検証 

● 家族類型別世帯数の推移による検証 

・平成 27年度の千代田区の調査による「家族類型別世帯数の推移」の結果から検証します。 

 
出典：千代田都市づくり白書データ編 

 番町地域全体において、千代田区全域と比較して核家族世帯の割合が高い一方単独世帯の割

合が低くなっています。 

 「（２）■地区計画策定前後の新築建築物の用途の変遷」で検証したように、住宅床の増加

に伴いファミリー世帯の共同住宅誘導がされたと考えられます。 

 

④ 目標４の検証 

● 大規模小売店舗の立地状況による検証 

・「千代田区ウォーカブルまちづくり戦略【資料編】」の「大規模小売店舗」から検証します。 

 
出典：千代田区ウォーカブルまちづくり戦略【資料編】 

 大規模小売店舗について見ると、番町地域は他地区に比べ少ないことがわかります。 

  

家族類型別世帯数の推移 平成 27 年国勢調査 

※大規模小売店舗：店舗面積 2000 ㎡以上 



 

 

 

・建築物の高さの最高限度や、色彩等の制限による、良好な居住環境の維持・創出に効果が確認

できます。 

・緑化実積率や現地写真より、緑の創出に、一定の進捗が確認できます。 

・千代田区全体と比較して、核家族世帯の割合が高いことから、多様な住宅供給の誘導や定住促

進に一定の成果が確認できます。 

 

 

・地区内の専用商業の床面積の割合が非常に低く、番町地域に大規模小売店舗が少ないことから、

生活利便機能の創出について検討する必要があります。 

 

  

（５）まとめ 

● 成  果 

● 課  題 


